
レビューシート

民間鉄道事業者等

11,265 千円

賞与引当金繰入額     b 873 千円 870 千円 873 千円 870 千円

259,211 千円 222,602 千円 245,204 千円 236,490 千円

退職手当引当金繰入額 c 819 千円 794 千円 819 千円 794 千円

総コスト（①＋③）

職員給与費　　　　   a 10,907 千円 10,782 千円 11,411 千円

従事人員 1.5人

12,599 千円 12,446 千円 13,103 千円 12,929 千円
人件費③（a＋b＋c）

従事人員 1.5人 従事人員 1.5人 従事人員

予算額②
※精算補正前の予算を記載

295,266 千円 224,461 千円 232,101 千円 223,561 千円

執行率（（①/②）×100） 83.5% 93.6% 100.0% 100.0%

(起債)

(一般財源) (246,612千円) (210,156千円) (232,101千円) (223,561千円)

(特定)

委託料

貸付金

その他

補助金・交付金 246,612 千円 210,156 千円 232,101 千円

210,156 千円 232,101 千円

・平成11年度～：平均乗降客数５千人／日以上駅を補助対象
・平成23年度～：平均乗降客数３千人／日以上駅に補助対象を拡大
・平成30年度～：補助基本額の上限を撤廃（従前はｴﾚﾍﾞｰﾀｰ150,000千円／基、ｽﾛｰﾌﾟ50,000千円／基等）
・令和元年度～：平均乗降客数３千人／日以上駅の２経路目及び３千人／日未満駅にも補助対象を拡大

業務フロー 申請（事業者）→受付・審査（県）→交付決定（県）→事業実施（事業者）→検査・交付（県）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 元年度決算額 ２年度決算額 ３年度当初予算額

1.5人

223,561 千円

223,561 千円

経

費

内

訳

報酬・賃金

（
財
源
内
訳
）

(国庫)

ﾚﾋﾞｭｰ項目
(事業名)

地域の実情を踏まえた県独自の駅舎バリアフリー化
の推進（公共交通バリアフリー化促進事業[鉄道駅舎
エレベーター等設置補助]）

部（局） まちづくり部

所管課 都市政策課

担当班 都市政策班

連絡先

事業概要

１日当たりの平均乗降客数が３千人以上の駅舎や一定の要件を満たす３千人未満の駅舎を対象に、補助対
象事業者がエレベーター等を設置する経費の一部を補助する。
・乗降客数３千人／日以上駅で、ﾎｰﾑごとに１以上のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾙｰﾄが設けられていない駅
・ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化済みの３千人／日以上駅で、高齢者等が著しく長い迂回を余儀なくされ最短化が必要な駅
・３千人／日未満駅で、３千人／日以上駅と同程度の高齢者等の利用が見込まれる駅
【負担割合】国1/3、県1/6、市町1/6、鉄道事業者1/3

これまでの
改善状況

４年度当初予算額

事業費① 246,612 千円

078-362-4298

開 始 年 度 平成11年度 終 了 年 度 － 関連計画等 福祉のまちづくり基本方針

事業目的
公共交通機関の利便性・安全性の向上を図るため、高齢者、障害者を含め、全ての人々がいつでもいきい
きと生活し、能力を発揮して活動できる安全・安心で快適なまちづくりを理念とする「福祉のまちづくり
基本方針」に基づき、鉄道駅舎のバリアフリー化を促進する。

実 施 方 法 直執行 委　託 補　助 その他(　　　　　) 実施主体等

事 業 区 分 国補助事業 県単独事業



レビューシート

改善

外
部
委
員
会

意

見

・鉄道駅バリアフリー料金制度を活用する事業者に対しても、駅のバリアフリー化に対する補助を検討してはどうか。
・補助金を導入する場合の補助要件や補助対象の優先順位（地域の高齢化率、交通の結節点か　等）は明確にすべきである。
・鉄道駅バリアフリー料金制度を活用しない事業者への補助は引き続きしっかりと実施すべきである。

改善結果

改善基準

自

己

評

価

評価の視点 評価 目標に対する達成状況（総合的評価）

○有効性（評価指標に対する実績）
　　・県民ニーズを的確に踏まえた事業か
　　・民間での事業実施は見込めない事業か
　　・指標・目標設定は適切か
　　・活動実績は十分か
　　・想定された成果を達成しているか　など

県民ニーズが高い駅舎（乗降客数が多い
駅舎）からバリアフリー化を進め、３千人
／日以上駅の整備に目途が着いた。
更なるニーズに対応するため、３千人／
日以上駅の２経路目や３千人／日未満駅
へ対象を広げている。

－ －達 成 率 ( 見 込 ) －

説明
国が利用者の薄く広い負担を得てバリアフリー整備を進める鉄道駅バリアフリー料金制度を創設したことに伴い、
事業のあり方、補助内容の改善を検討

事業者の負担を求めるとともに、国、県、
市町が一定の負担を行っており、負担の
適正化を図っている。
補助基本額の上限の撤廃により、整備困
難駅への事業着手が実現している。

課題・今後の方向性

事業者、国、県、市町による適正な費用負担
と、補助基本額の上限撤廃により、整備困難
駅の事業着手を実現し、県民ニーズの高い３
千人／日以上駅の整備に目途が着いたことか
ら、一定の目標は達成した。
一方で、３千人／日以上駅の２経路目や３千
人／日未満駅へニーズは広がっており、補助
対象要件についても柔軟な対応が求められて
いる。

○効率性（最小のコストで最大の効果）
    ・業務改革に取り組んでいるか
　　・コスト削減の工夫を行っているか

　　・ICTや民間活力は活用しているか

　　・受益者負担は適正か

　　・財源確保の工夫は行っているか　　など

終期設定 有（兵庫県福祉のまちづくり基本方針終期）　・ 無

他事業と統合 その他

活動指標（アウトプット指標③） 目 標

実 績 ( 見 込 )

(単位当たりコスト) －

－

－ － －

10

(福祉のまちづくり基本方針)
３千人／日未満駅のバリアフリー整備

数

実 績 ( 見 込 ) 1 (2) 【令和７年度】

(単位当たりコスト) － － (245,204 千円) (118,245 千円)

達 成 率 ( 見 込 ) － － 50.0% (50.0%)

達 成 率 ( 見 込 ) － － 100.0% (100.0%)

活動指標（アウトプット指標②） 目 標 2 4

活動指標（アウトプット指標①） 目 標 1 1 2

(福祉のまちづくり基本方針)
３千人／日以上駅の２経路目のバリア

フリー整備数

実 績 ( 見 込 ) 1 (1) 【令和７年度】

(単位当たりコスト) － － (245,204 千円) (236,490 千円)

実 績 ( 見 込 )

(単位当たりコスト) － － － －

達 成 率 ( 見 込 ) － － － －

達 成 率 ( 見 込 ) － － － (100.0%)

成果指標（アウトカム指標③） 目 標

成果指標（アウトカム指標②） 目 標 49.8% 65％

バリアフリー化済みの駅 鉄道利用者の
割合（３千人／日未満駅）

実 績 ( 見 込 ) 29.8% 43.5% 46.1% (49.8%) 【令和12年度】

(単位当たりコスト) － － － －

42.3% 43.1% (43.9%)

(単位当たりコスト) － － － －

達 成 率 ( 見 込 ) － 112.5% 101.9% (101.9%)

評

価

指

標

指標名 区　　分
元年度
実績

２年度
実績

３年度
実績

４年度
目標

最終目標

【年度】

成果指標（アウトカム指標①） 目 標 37.6% 42.3% 43.1% 前年度を上回る

(兵庫のゆたかさ指標)
住んでいる地域は、高齢者にも障害のあ

る人にも暮らしやすいと思う人の割合

実 績 ( 見 込 ) 37.6%

・３千人／日未満駅の補助要件を拡充（交通結節点の駅や周辺に病院等がある駅は、優先順位が高いため、補助対象に追加）
　　現行対象：高齢者や子育て世帯の利用が多い駅
　　追加対象：交通結節点の駅、周辺に病院・社会福祉施設等（小規模なものを除く）がある駅
・鉄道駅バリアフリー料金制度を活用する事業者に対しても補助を継続（鉄道駅バリアフリー料金制度による徴収料金を整備費に充当しない
駅に限る）
・鉄道駅バリアフリー料金制度を活用しない事業者への補助を引き続き実施。バリアフリー法に基づき市町が作成する基本構想に位置付け
た駅は補助率を拡充
　　通　 常　 駅：県1/6 市町1/6 国1/3 事業者1/3
　　基本構想駅：県1/4 市町1/4 国1/2



レビューシート（目標設定）

千円 千円 千円 千円 千円

改善結果

終期設定 有（令和12年度　　　　　　）　・  無

改善基準 令和８年度(住生活基本計画見直し年)において目標の達成ができなかった場合

外
部
委
員
会
意
見

・アウトカム指標は自分の仕事の結果が反映する指標を設定すべき。特区を設定した上での空家等の活用事業であるため、特区外の空
家等は除外した指標も設定すべき。
・特区内で行政が関わることにより、売却ないし活用できた数をアウトカム指標にすべき。

評

価

指

標

活動指標（アウトプット指標③）

活動指標（アウトプット指標②）

特区内で流通又は活用された空家等数（戸）（累計）

成果指標（アウトカム指標③）

成果指標（アウトカム指標②）

活動指標（アウトプット指標①）
― ― 2

14
【R10】

 2地区/年の指定
特区指定地区数（累計）

― ― 10
70

【R10】
５件/地区の流通又は活用

設定の考え方
【年度】

成果指標（アウトカム指標①）

― ―
(110,264)
101,600

(129,560)
107,900
【R10】

対策を行わない場合の推定空
家戸数を抑制(増加数を6割程
度に抑制)

居住目的のない一戸建ての空家数（戸）
(上段)：対策を行わない場合の推計空家数
 下段 ：対策を行った場合の空家数=目標値

指標名
２年度
目標

３年度
目標

４年度
目標

最終目標

実 施 方 法 直執行 委　託 補　助 その他(　　　　　) 実施主体等 県、市町

事 業 区 分 国補助事業 県単独事業

事　業　名 空家活用特区総合支援事業

部（局） まちづくり部

所管課 住宅政策課

担当班 住宅政策班

連絡先

アウトカム指標②に「特区内で流通又は活用された空家等数（戸）（累計）」を追加

078-362-3583

開 始 年 度 令和４年度 終 了 年 度 令和12年度 関連計画等 住生活基本計画

事業目的

空家活用特区条例に基づき、市町の申出を受け、県が指定する空家等活用促進特別区域（特区）内におけ
る空家等の活用を促進するため、県と市町が連携して、流通市場の関係団体や空家等所有者等に対する多
面的支援を実施することにより、空家等を受皿とした移住、定住及び地域間の交流の促進並びに地域の活
性化を図る。

事業概要

特区内における以下の費用に対する補助（アイ：流通促進、ウ～カ活用促進）
ア　宅建業団体、NPO法人等に対する、所有者への流通・活用の働きかけや空家ﾊﾞﾝｸの登録ｻﾎﾟｰﾄ等の費用
イ　空家等所有者に対する、空家ﾊﾞﾝｸに登録する際等に実施する登記費用
ウ　空き家を住宅、事業所又は地域交流拠点等として活用するための改修等費用
エ　古民家を地域交流施設として再生・活用するための改修等費用
オ　老朽空家等の除却費用（跡地活用）
カ　建築士等の専門家が建物の状態を調べる建物状況調査・検査（ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ）のための費用

令和４年度
当初予算

34,271 （国庫） 14,367 （特定） （起債） （一般） 19,904

単位：戸/年

R4 R10 R12

増加数(対策を行わない場合の推計値) 3,216 3,216 3,224

抑制数(空家の活用等の件数) 2,166 2,166 2,174

増加数(抑制後) 1,050 1,050 1,050


